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第１章 総則 

第１節 目的等 
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（目的等） 

第１条 北陸先端科学技術大学院大学（以下「本学」という。）は、先端科学技術分

野に関する理論及び応用を教授研究し、その深奥をきわめもって文化の進展に寄

与することを目的とする。 

２ 本学は、前項の目的を達成するため、研究科その他の組織の一体的な運営により、

その機能を総合的に発揮するものとする。 

（自己点検・評価等） 

第１条の２ 本学は、その教育研究水準の向上を図り、前条第１項に掲げる目的及び

社会的使命を達成するため、学校教育法（昭和２２年法律第２６号。以下「法」

という。）第１０９条第１項の規定により、本学における教育及び研究、組織及

び運営並びに施設及び設備（以下第３項において「教育研究等」という。）の状

況について自ら点検及び評価を行い、その結果を公表する。 

２ 本学は、前項の点検及び評価の結果について、国立大学法人北陸先端科学技術大

学院大学の役員及び職員以外の者による検証を行う。 

３ 本学は、前２項の措置に加え、教育研究等の総合的な状況について、法第１０９

条第２項に規定する文部科学大臣の認証を受けた者による評価を受ける。 

４ 第１項の点検及び評価、第２項の検証並びに前項の評価に関する事項は、別に定

める。 

（教育研究等の状況の公表） 

第１条の３ 本学は、教育課程その他教育及び研究の状況並びに組織及び運営の状況

を、刊行物への掲載その他広く周知を図ることができる方法によって公表するも

のとする。 

第２節 教育研究組織等 

（研究科） 

第２条 大学院に、先端科学技術研究科を置く。 

２ 前項の研究科に、研究科長を置く。 

３ 研究科長は、研究科に関する校務を掌理する。 

（附属図書館） 

第３条 本学に、附属図書館を置く。 

２ 附属図書館に関する事項は、別に定める。 

（産学官連携本部） 

第３条の２ 本学に、産学官連携本部を置く。 

２ 産学官連携本部に、次に掲げる組織を置く。 

（１） 産学官連携推進センター 

（２） 地域連携推進センター 

３ 産学官連携本部、産学官連携推進センター及び地域連携推進センターに関する事

項は別に定める。 

（国際連携本部） 
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第３条の３ 本学に、国際連携本部を置く。 

２ 国際連携本部に、次に掲げる組織を置く。 

（１） 留学支援センター 

（２） グローバルコミュニケーションセンター 

３ 国際連携本部、留学支援センター及びグローバルコミュニケーションセンターに

関する事項は別に定める。 

（エクセレントコア推進本部） 

第３条の４ 本学に、エクセレントコア推進本部を置く。 

２ エクセレントコア推進本部に、特定の研究領域について国内外から第一線の研究

者が集まる高い研究水準を誇り、最先端の研究設備及び研究環境を有する国際的

研究拠点であり自ら研究活動を展開するための施設として、次に掲げるエクセレ

ントコアを置く。 

（１） シングルナノイノベーティブデバイス研究拠点 

（２） 高性能天然由来マテリアル開発拠点 

（３） 高信頼ＩｏＴ社会基盤研究拠点 

３ エクセレントコア推進本部及びエクセレントコアに関する事項は、別に定める。 

（化学物質等総合安全管理推進本部） 

第３条の５ 本学に、化学物質等総合安全管理推進本部を置く。 

２ 化学物質等総合安全管理推進本部に関する事項は、別に定める。 

（共同教育研究施設） 

第４条 本学に、本学の教員その他の者が共同して教育若しくは研究を行う施設又は

教育若しくは研究のため共用する施設として次の共同教育研究施設を置く。 

（１） 情報社会基盤研究センター 

（２） ナノマテリアルテクノロジーセンター 

２ 共同教育研究施設に関する事項は、別に定める。 

（研究施設） 

第４条の２ 本学に、特定の研究領域について自ら研究活動を展開するための施設と

して次の研究施設を置く。 

（１） イノベーションデザイン国際研究センター 

（２） サービスサイエンス研究センター 

（３） 理論計算機科学センタ－ 

（４） エンタテインメント科学センター 

２ 研究施設に関する事項は、別に定める。 

（事務局） 

第５条 本学に、事務局を置く。 

２ 事務局に関する事項は、別に定める。 

（保健管理センター） 

第５条の２ 本学に、保健管理センターを置く。 
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２ 保健管理センターに関する事項は、別に定める。 

（ＪＡＩＳＴイノベーションプラザ） 

第５条の３ 本学に、ＪＡＩＳＴイノベーションプラザを置く。 

２ ＪＡＩＳＴイノベーションプラザに関する事項は、別に定める。 

第３節 職員 

（職員） 

第６条 本学に、学長及び次に掲げる職員を置く。 

 副学長 

 教授 

 准教授 

 講師 

 助教 

 助手 

 事務職員 

 技術職員 

２ 前項に掲げる者のほか、大学の運営上必要な職員を置くことができる。 

第４節 教授会等 

第７条 削除 

（教授会） 

第８条 研究科に、教授会を置く。 

２ 教授会の組織運営については、別に定める。 

（融合科学共同専攻連絡協議会） 

第８条の２ 第１３条第１項及び第２項に規定する融合科学共同専攻の運営その他の

必要な事項について協議するため、融合科学共同専攻連絡協議会（以下「連絡協

議会」という。）を置く。 

２ 連絡協議会の詳細は、別に定める。 

第２章 研究科 

第１節 目的、課程、修業年限及び在学年限 

（目的） 

第９条 研究科の教育研究上の目的は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 先端科学技術の確かな専門性とともに、幅広い視野や高い自主性、コミ

ュニケーション能力を持つ、社会や産業界のリーダーを育成すること。 

（２） 世界や社会の課題を解決する研究に挑戦し、卓越した研究拠点を形成す

ると同時に、多様な基礎研究により新たな領域を開拓し、研究成果の社会還元

を積極的に行うこと。 

（課程） 
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第１０条 研究科の課程は、博士課程とし、これを前期２年の課程（以下「博士前期

課程」という。）及び後期３年の課程（以下「博士後期課程」という。）に区分

し、博士前期課程は、修士課程として取り扱うものとする。 

２ 博士前期課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能

力又はこれに加えて高度の専門性が求められる職業を担うための卓越した能力を

培うことを目的とする。 

３ 博士後期課程は、専攻分野について、研究者として自立して研究活動を行い、又

はその他の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎

となる豊かな学識を養うことを目的とする。 

（標準修業年限） 

第１１条 博士課程の標準修業年限は５年とし、博士前期課程の標準修業年限は２年、

博士後期課程の標準修業年限は３年とする。ただし、教育研究上の必要があると

認められる場合には、博士課程の標準修業年限については５年を、博士前期課程

については２年を、博士後期課程については３年を超えるものとすることができ

る。 

（長期にわたる教育課程の履修） 

第１１条の２ 学生が、職業を有している等の事情により、前条に規定する標準修業

年限を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し修了することを希望

する旨を申し出たときは、別に定めるところにより、その計画的な履修を認める

ことができる。 

（博士後期課程単位修得在学） 

第１１条の３ 学長は、本学の博士後期課程に標準修業年限以上在学し、北陸先端科

学技術大学院大学履修規則（以下「履修規則」という。）に定める同課程の修了

に必要な単位を修得見込みであり、かつ、必要な研究指導を受けた者であって、

次条第１項に規定する在学年限内かつ２年以内に学位の授与を申請することが確

実であると研究科長が判断したものについて、２年を限度として、本学の教育研

究環境の提供を行わない態様での在学（以下「博士後期課程単位修得在学」とい

う。）を認めることができる。 

２ この学則に定めるもののほか、博士後期課程単位修得在学に関し必要な事項は、

別に定める。 

（在学年限） 

第１２条 学生が研究科に在学することのできる年限は、博士前期課程については４

年、博士後期課程については６年とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、前条の規定により博士後期課程単位修得在学を認めら

れた学生（以下「博士後期課程単位修得在学者」という。）は、当該許可期間を

超えて在学することができない。 

第２節 専攻及び収容定員 

（専攻及び収容定員） 
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第１３条 研究科に置く専攻及びその収容定員は、次の表に掲げるとおりとする。 

研究科名 専攻名 
入学定員 

収容定員 
博士前期課程 博士後期課程 

先端科学技術研究科 

先端科学技術専攻 ２８２人 ９０人 ８３４人 

融合科学共同専攻 
１０人 

（２４人） 

５人 

（１９人） 

３５人 

（１０５人） 

合計 ２９２人 ９５人 ８６９人 

備考 融合科学共同専攻に係る入学定員、収容定員欄の（）内の数字は金沢大学大

学院新学術創成研究科融合科学共同専攻を含む全体の入学定員及び収容定員

を外数で表している。 

２ 融合科学共同専攻は，金沢大学大学院新学術創成研究科融合科学共同専攻と共同

で実施する。 

３ 第１項の専攻に、必要に応じ、専攻長を置くことができる。 

第３節 学系及び領域 

（学系） 

第１４条 先端科学技術研究科の各専攻に、次の学系を置く。 

専攻名 学系 

先端科学技術専攻 知識科学系、情報科学系、マテリアルサイエンス系 

融合科学共同専攻 融合科学系 

２ 前項の学系に、学系長を置く。 

（領域） 

第１４条の２ 先端科学技術研究科に、次の領域を置く。 

 ヒューマンライフデザイン 

 知識マネジメント 

 セキュリティ・ネットワーク 

 知能ロボティクス 

 ゲーム・エンタテインメント 

 環境・エネルギー 

 物質化学 

 応用物理学 

 生命機能工学 

第４節 学年、学期及び休業日 

（学年） 

第１５条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終る。 

（学期） 

第１６条 学年を分けて、次の２学期４区分とする。 

学期の区分 期間 

第１学期 
春期 ４月１日から６月３０日まで 

夏期 ７月１日から９月３０日まで 
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第２学期 
秋期 １０月１日から１２月３１日まで 

冬期 翌年１月１日から３月３１日まで 

（休業日） 

第１７条 休業日は、次のとおりとする。 

（１） 日曜日及び土曜日 

（２） 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

（３） 創立記念日 １０月１日 

（４） 春期、夏期及び冬期の休業日 

２ 前項第４号の休業日は、別に定める。 

３ 第１項に定めるもののほか、学長は、臨時の休業日を定めることができる。 

第５節 入学、進学、再入学、転入学及び転専攻 

（入学の時期） 

第１８条 入学の時期は、学年又は第２学期の始めとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、研究科において特別な必要があり、かつ、教育上支障

がないと学長が認める場合は、入学又は転入学の時期を各学期の各区分の始めと

することができる。 

（博士前期課程の入学資格） 

第１９条 博士前期課程に入学することのできる者は、次の各号のいずれかに該当す

る者とする。 

（１） 大学を卒業した者 

（２） 法第１０４条第４項の規定により学士の学位を授与された者 

（３） 外国において、学校教育における１６年の課程を修了した者 

（４） 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修する

ことにより当該外国の学校教育における１６年の課程を修了した者 

（５） 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育

における１６年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして

当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学

大臣が指定するものの当該課程を修了した者 

（６） 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況に

ついて、当該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたも

の又はこれに準ずるものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。）に

おいて、修業年限が３年以上である課程を修了すること（当該外国の学校が行

う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該課程を

修了すること及び当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設で

あって前号の指定を受けたものにおいて課程を修了することを含む。）により、

学士の学位に相当する学位を授与された者 
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（７） 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学

大臣が定める基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するもの

を文部科学大臣が定める日以後に修了した者 

（８） 文部科学大臣の指定した者 

（９） 次に掲げる者であって、本学の定める単位を優秀な成績で修得したと認

めたもの 

イ 大学に３年以上在学した者 

ロ 外国において学校教育における１５年の課程を修了した者 

ハ 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修するこ

とにより当該外国の学校教育における１５年の課程を修了した者 

ニ 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育に

おける１５年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして

当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科

学大臣が指定するものの当該課程を修了した者 

（１０） 法第１０２条第２項の規定により本学以外の大学院に入学した者であ

って、本学において、大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると

認めたもの 

（１１） 本学において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等

以上の学力があると認めた者で、２２歳に達したもの 

（博士後期課程の入学資格） 

第２０条 博士後期課程に入学又は進学することのできる者は、次の各号のいずれか

に該当する者とする。 

（１） 修士の学位を有する者又は専門職学位（法第１０４条第１項の規定に基

づき学位規則（昭和２８年文部省令第９号）第５条の２に規定する専門職学位

をいう。以下同じ。）を有する者 

（２） 外国において修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

（３） 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、

修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

（４） 我が国において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学

校教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が指定す

るものの当該課程を修了し、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与

された者 

（５） 国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う

特別措置法（昭和５１年法律第７２号）第１条第２項に規定する１９７２年１

２月１１日の国際連合総会決議に基づき設立された国際連合大学（次号におい

て「国際連合大学」という。）の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を

授与された者 
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（６） 外国の学校、第４号の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課

程を履修し、大学院設置基準（昭和４９年文部省令第２８号）第１６条の２に

規定する試験及び審査に相当するものに合格し、修士の学位を有する者と同等

以上の学力があると認められた者 

（７） 文部科学大臣の指定した者 

（８） 本学において、個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門職学位

を有する者と同等以上の学力があると認めた者で、２４歳に達したもの 

（博士後期課程への進学） 

第２１条 本学の博士前期課程を修了し、引き続き博士後期課程に進学することを願

い出た者に対しては、別に定めるところにより、選考の上、進学を許可する。 

（再入学） 

第２２条 本学の大学院を退学した者又は除籍された者が、再入学を願い出た場合に

は、教育研究に支障がない場合に限り、選考の上、入学を許可することができる。 

２ 再入学した者が在学すべき年数及び修得すべき単位数については、教授会の議を

経て、学長が定める。 

（転入学） 

第２３条 他の大学の大学院（以下「他の大学院」という。）に在学している者が、

本学に転入学を願い出た場合には、教育研究に支障がない場合に限り、選考の上、

入学を許可することができる。 

２ 転入学した者が在学すべき年数及び修得すべき単位数については、教授会の議を

経て、学長が定める。 

（転専攻） 

第２３条の２ 学生が研究科内の他の専攻に転専攻を願い出た場合には、別に定める

ところにより、選考の上、転専攻を許可することができる。 

２ 転専攻した者が在学すべき年数及び修得すべき単位数については、教授会の議を

経て、学長が定める。 

（出願） 

第２４条 入学、進学、再入学又は転入学を志願する者は、それぞれ所定の期日まで

に、願書を提出しなければならない。 

２ 入学、再入学又は転入学を志願する者は、願書に添えて、所定の検定料を納入し

なければならない。 

（選抜） 

第２５条 本学に入学、再入学及び転入学を志願する者については、別に定めるとこ

ろにより入学者の選抜を行う。 

（入学手続及び入学許可） 

第２６条 前条の選抜の結果に基づき合格の通知を受け、入学、再入学及び転入学を

しようとする者は、所定の書類を提出するとともに、所定の入学料を納入しなけ

ればならない。 
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２ 学長は、前項の手続を完了した者に入学を許可する。 

第６節 休学及び復学 

（休学等） 

第２７条 病気その他特別の理由により、引き続き２月以上修学することができない

者（博士後期課程単位修得在学者を除く。）は、学長の許可を得て休学すること

ができる。 

２ 病気のため、修学することが不適当と認められる者（博士後期課程単位修得在学

者を除く。）に対して、学長は、休学を命ずることができる。 

３ 休学の理由が消滅した場合は、学長の許可を得て復学することができる。 

４ 休学期間は、博士前期課程又は博士後期課程ごとに通算して１年を超えることが

できない。ただし、特別の理由がある場合は、それぞれ１年を限度として、延長

を認めることができる。 

５ 休学期間は、第１１条に規定する標準修業年限及び第１２条に規定する在学年限

に算入しない。 

第７節 転学及び退学 

（転学） 

第２８条 他の大学院に転学しようとする者は、学長の許可を受けなければならない。 

（退学） 

第２９条 病気その他やむを得ない理由がある者は、学長の許可を受けて退学するこ

とができる。 

第８節 教育方法、履修方法等 

（教育方法） 

第３０条 研究科の教育は、授業科目の授業及び学位論文の作成等に対する指導（以

下「研究指導」という。）によって行う。 

２ 前項の授業は、大学設置基準第２５条第２項の規定に基づき、大学が履修させる

ことができる授業等について定める件（平成１３年文部科学省告示第５１号）の

定めるところにより、多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等

以外の場所で履修させることができる。 

３ 第１項の授業の一部は、大学が授業の一部を校舎及び附属施設以外の場所で行う

場合について定める件（平成１５年文部科学省告示第４３号）の定めるところに

より、校舎及び附属施設以外の場所で行うことができる。 

（教育方法の特例） 

第３０条の２ 研究科の課程においては、教育上特別の必要があると認められる場合

には、夜間その他特定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適当

な方法により教育を行うことができる。 

（教育内容の改善のための組織的な研修等） 

第３０条の３ 本学は、授業及び研究指導の内容及び方法の改善を図るため、組織的

な研修及び研究を実施するものとする。 
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（教育プログラム） 

第３０条の４ 本学に、学生の履修上の区分として次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める教育プログラムを置く。 

（１） 博士前期課程 次に定める教育プログラム 

イ Ｍプログラム 

ロ Ｍαプログラム 

（２） 博士後期課程 ３Ｄプログラム 

（３） 博士前期課程及び博士後期課程を通じた一貫的な教育を行うもの 次に

定める教育プログラム 

イ ＳＤプログラム 

ロ ５Ｄプログラム 

２ 教育プログラムに関し必要な事項は、別に定める。 

（授業科目、単位数及び履修方法等） 

第３１条 授業科目、単位数及び履修方法等については、別に定める。 

（共同教育研究施設授業科目） 

第３１条の２ 前条に規定する授業科目のほか、共同教育研究施設において、学生を

対象とした授業科目（以下「共同教育研究施設授業科目」という。）を開講する。 

２ 研究科において、教育上有益と認めるときは、学生に共同教育研究施設授業科目

を履修させることができる。 

３ 前項の規定により履修した授業科目について修得した単位の取扱いについては、

研究科の定めるところによる。 

４ 前２項に定めるもののほか、共同教育研究施設授業科目に関し必要な事項は、別

に定める。 

第９節 他の大学院等における修学、留学等 

（授業科目の履修） 

第３２条 学生が他の大学又は他の大学院の授業科目を履修することが教育上有益で

あると教授会において認めるときは、あらかじめ、当該他の大学又は他の大学院

と協議の上、当該他の大学又は他の大学院の授業科目を履修することを認めるこ

とができる。 

（研究指導） 

第３３条 学生が他の大学院又は研究所等（以下「他の大学院等」という。）におい

て研究指導を受けることが教育上有益であると教授会において認めるときは、あ

らかじめ、当該他の大学院等と協議の上、当該他の大学院等において研究指導の

一部を受けることを認めることができる。この場合において、博士前期課程の学

生が当該研究指導を受けることができる期間は、１年を超えないものとする。 

（留学） 

第３４条 学生が外国の大学若しくは外国の大学の大学院又はこれに相当する高等教

育機関等（以下「外国の大学院等」という。）において修学することが教育上有
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益であると教授会の議を経て学長が認めるときは、当該外国の大学院等と協議の

上、当該外国の大学院等において留学することを認めることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、特別の事情があると教授会の議を経て学長が認めると

きは、当該外国の大学院等との協議を欠くことができる。 

３ 留学の期間は、在学年数に算入する。 

（単位の認定） 

第３５条 第３２条の規定により履修した授業科目について修得した単位、第３３条

の規定により受けた研究指導及び前条第１項により留学して得た修学の成果は、

履修規則の定めるところにより、本学において修得した単位又は受けた研究指導

とみなす。 

２ 学生が本学に入学する前に大学院において履修した授業科目について修得した単

位（大学院設置基準第１５条に規定する科目等履修生により修得した単位を含

む。）は、履修規則の定めるところにより、本学に入学した後に本学において修

得した単位とみなす。 

３ 前２項の規定により修得したとみなすことができる単位数については、別に定め

る。 

第１０節 修了の要件及び学位授与 

（博士前期課程の修了の要件） 

第３６条 博士前期課程の修了の要件は、当該課程に２年（第１１条ただし書の規定

により２年を超える標準修業年限を定める場合にあっては、当該標準修業年限）

以上在学し、履修規則に定めるところにより、授業科目について３２単位以上を

修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、当該課程の目的に応じ、修士論文又

は特定の課題についての研究の成果の審査及び最終試験に合格することとする。

ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者と教授会において認めた場

合には、１年以上在学すれば足りるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、第３０条の４第１項第３号に規定する教育プログラム

を履修する者の博士前期課程の修了の要件は、当該博士課程の目的を達成するた

めに必要と認められる場合には、前項に規定する修士論文又は特定の課題につい

ての研究の成果の審査及び最終試験に合格することに代えて、次に掲げる試験及

び審査に合格することとすることができる。 

（１） 専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力並びに当該専攻分野に関連

する分野の基礎的素養であって当該前期課程において修得し、又は涵養すべき

ものについての試験 

（２） 博士論文に係る研究を主体的に遂行するために必要な能力であって当該

前期課程において修得すべきものについての審査 

（博士課程の修了の要件） 

第３７条 博士課程の修了の要件は、大学院に５年（５年を超える標準修業年限を定

める場合にあっては、当該標準修業年限とし、博士前期課程に２年（２年を超え
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る標準修業年限を定める場合にあっては、当該標準修業年限。以下この条本文に

おいて同じ。）以上在学し、当該課程を修了した者にあっては、当該課程におけ

る２年の在学期間を含む。）以上在学し、履修規則の定めるところにより、授業

科目について３２単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、博士論

文を提出して、その審査及び最終試験に合格することとする。ただし、在学期間

に関しては、優れた研究業績を上げた者と教授会において認めた場合には、３年

（博士前期課程に２年以上在学し、当該課程を修了した者にあっては、当該課程

における２年の在学期間を含む。）以上在学すれば足りるものとする。 

２ 前条第１項ただし書の規定による在学期間をもって博士前期課程を修了した者の

博士課程の修了の要件については、前項中「５年（５年を超える標準修業年限を

定める場合にあっては、当該標準修業年限とし、博士前期課程に２年（２年を超

える標準修業年限を定める場合にあっては、当該標準修業年限。以下この条本文

において同じ。）以上在学し、当該課程を修了した者にあっては、当該課程にお

ける２年の在学期間を含む。）」とあるのは「博士前期課程における在学期間に

３年（第１１条ただし書の規定により博士後期課程について３年を超える標準修

業年限を定める場合にあっては、当該標準修業年限）を加えた期間」と、「３年

（博士前期課程に２年以上在学し、当該課程を修了した者にあっては、当該課程

における２年の在学期間を含む。）」とあるのは「３年（前条ただし書の規定に

よる在学期間をもって博士前期課程を修了した者にあっては、当該課程における

在学期間（２年を限度とする。）を含む。）」と読み替えて、同項の規定を適用

する。 

３ 前２項の規定にかかわらず、修士の学位若しくは専門職学位を有する者又は学校

教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第１５６条の規定により、大学

院への入学資格に関し修士の学位若しくは専門職学位を有する者と同等以上の学

力があると認められた者が、博士後期課程に入学した場合の博士課程の修了の要

件は、大学院（専門職大学院を除く。）に３年（第１１条ただし書の規定により

博士後期課程について３年を超える標準修業年限を定める場合にあっては、当該

標準修業年限とし、専門職大学院設置基準（平成１５年文部科学省令第１６号）

第１８条第１項の法科大学院の課程を修了した者にあっては、２年（第１１条た

だし書の規定により博士後期課程について３年を超える標準修業年限を定める場

合にあっては、当該標準修業年限から１年の期間を減じた期間）とする。）以上

在学し、必要な研究指導を受けた上、博士論文を提出し、その審査及び最終試験

に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた

者と教授会において認めた場合には、１年（標準修業年限を１年以上２年未満と

した修士課程又は博士前期課程を修了した者及び専門職大学院設置基準第２条第

２項の規定により標準修業年限を１年以上２年未満とした専門職学位課程を修了

した者にあっては、３年から当該１年以上２年未満の期間を減じた期間とし、大

学院設置基準第１６条ただし書の規定による在学期間をもって他の大学院の修士
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課程又は博士前期課程を修了した者にあっては、３年から当該課程における在学

期間（２年を限度とする。）を減じた期間とする。）以上在学すれば足りるもの

とする。 

（融合科学共同専攻の修了の要件） 

第３７条の２ 前２条に定めるもののほか、融合科学共同専攻においては、当該共同

専攻を構成するそれぞれの構成大学院において、１０単位以上を履修しなければ

ならない。 

（修了の認定） 

第３８条 修了の認定は、教授会の議を経て、学長が決定する。 

（学位授与） 

第３９条 研究科の課程を修了した者には、次の区分により学位を授与する。 

 博士前期課程 修士 

 博士後期課程 博士 

（論文博士） 

第４０条 前条に定めるもののほか、博士の学位は、本学に博士論文の申請をしてそ

の審査に合格し、かつ、本学の博士後期課程を修了した者と同等以上の学力を有

することを確認された者に授与することができる。 

（学位に関する規則） 

第４１条 学位の授与に関し必要な事項は、北陸先端科学技術大学院大学学位規則に

定める。 

第１１節 懲戒及び除籍 

（懲戒） 

第４２条 学長は、教育上必要があると認めるときは、教育研究評議会の議を経て、

学生に懲戒を加えることができる。 

２ 前項に規定する懲戒の種類は、退学、停学及び訓告とする。 

３ 前項に規定する退学は、次の各号のいずれかに該当する者に対して行う。 

（１） 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

（２） 学業を怠り、成業の見込みがないと認められる者 

（３） 正当な理由がなくて出席常でない者 

（４） 本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者 

４ 学生の懲戒に関し必要な事項は、別に定める。 

（除籍） 

第４３条 次の各号のいずれかに該当する者は、除籍する。 

（１） 在学期間が第１２条に規定する在学年限を超えた者 

（２） 休学期間が第２７条第４項に規定する期間を超えた者 

（３） 入学料の免除若しくは徴収猶予を許可されなかった者、半額の免除若し

くは徴収猶予を許可された者又は免除若しくは徴収猶予の許可を取り消された

者で、その納入すべき入学料を所定の期日までに納入しなかった者 
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（４） 授業料の納入を怠り、督促してもなお納入しなかった者 

第１２節 検定料、入学料、授業料及び寄宿料 

（検定料等の額） 

第４４条 検定料、入学料、授業料及び寄宿料の額は、学長が別に定める。 

（授業料の徴収） 

第４５条 授業料は、次の２期に分けて徴収するものとし、それぞれの期における額

は、授業料の年額の２分の１に相当する額とする。 

区分 納入時期 

前期（４月１日から９月３０日まで） ４月１日から４月３０日まで 

後期（１０月１日から翌年３月３１日まで） １０月１日から１０月３１日まで 

２ 前項の規定にかかわらず、学生の申出があった場合は、前期に係る授業料を徴収

するときに、当該年度の後期に係る授業料を併せて徴収する。 

３ 入学年度の前期又は前期及び後期に係る授業料については、前項の規定にかかわ

らず、入学、再入学及び転入学を許可される者の申出があった場合は、入学を許

可するときに徴収する。 

（期の中途で入学又は転入学した場合の授業料） 

第４５条の２ 前期又は後期の中途において入学又は転入学した者に係る当該期の授

業料は、授業料の年額の１２分の１に相当する額（以下「月割計算額」という。）

に、入学又は転入学した月から当該期末までの月数を乗じて得た額の当該期の授

業料を入学又は転入学した月に徴収する。 

２ 前期の中途で入学した者の申出があった場合は、前期に係る授業料を徴収すると

きに、当該年度の後期に係る授業料を併せて徴収する。 

（検定料等の返還） 

第４６条 納入した検定料、入学料及び授業料は返還しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、第４５条第２項若しくは第３項又は前条第２項の規定

により前期及び後期に係る授業料を併せて納入した者が、後期に係る授業料の納

入時期前に休学し、又は退学した場合には、その者の申出により後期に係る授業

料相当額を返還する。 

３ 第１項の規定にかかわらず、第４５条第３項の規定により授業料を納入した者が、

３月３１日までに入学を辞退した場合には、その者の申出により当該授業料相当

額を返還する。 

（休学及び復学の場合の授業料） 

第４７条 休学を許可され、又は命ぜられた者の授業料は、休学した月の翌月から復

学した月の前月までの額はこれを徴収しない。 

２ 前期又は後期の中途において復学した者の授業料は、月割計算額に、復学した月

から当該期末までの月数を乗じて得た額の当該期の授業料を復学した月に徴収す

る。 

（中途修了の場合の授業料） 
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第４８条 学年の中途で修了する見込みの者は、月割計算額に、修了する見込みの月

までの月数を乗じて得た額を、前期又は後期の区分に応じて、４月又は１０月に

徴収する。 

（退学等の場合の授業料） 

第４９条 前期又は後期の中途において退学し、転学し、除籍され、又は退学を命ぜ

られた者の授業料は、当該期分を徴収する。 

２ 停学期間中の授業料は、これを徴収する。 

（入学料、授業料及び寄宿料の免除又は徴収猶予） 

第５０条 入学料は、別に定めるところにより、免除又は徴収猶予することができる。 

２ 授業料は、別に定めるところにより、免除することができる。 

３ 寄宿料は、別に定めるところにより、免除することができる。 

第３章 科目等履修生、特別聴講学生、研究生、特別研究学生、特別学修生

及び外国人留学生 

第１節 科目等履修生 

（科目等履修生） 

第５１条 本学の学生以外の者で本学の授業科目のうち一又は複数の授業科目を履修

し、単位を修得することを志願する者があるときは、研究科その他の組織（以下

「研究科等」という。）の教育研究に支障がない場合に限り、選考の上、科目等

履修生として入学を許可することができる。 

２ 科目等履修生に関し必要な事項は、別に定める。 

第２節 特別聴講学生 

（特別聴講学生） 

第５２条 他の大学院又は外国の大学院等の学生で、本学の授業科目を履修すること

を志願する者があるときは、当該他の大学院又は外国の大学院等との協議に基づ

き、特別聴講学生として入学を許可することができる。 

２ 特別聴講学生に関し必要な事項は、別に定める。 

第３節 研究生 

（研究生） 

第５３条 本学において、特定の事項について研究することを志願する者があるとき

は、研究科等の教育研究に支障のない場合に限り、選考の上、研究生として入学

を許可することができる。 

２ 研究生に関し必要な事項は、別に定める。 

第４節 特別研究学生 

（特別研究学生） 

第５４条 他の大学院又は外国の大学院等の学生で、本学において研究指導を受ける

ことを志願する者があるときは、当該他の大学院又は外国の大学院等との協議に

基づき、特別研究学生として入学を許可することができる。 

２ 特別研究学生に関し必要な事項は、別に定める。 
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第５節 特別学修生 

（特別学修生） 

第５５条 第１９条各号又は第２０条各号に規定する入学資格を有しない者で、本学

において学修指導を受けることを志願する者があるときは、当該者が所属する他

の教育機関等との協議に基づき、又は研究科等の教育研究に支障がない場合に限

り選考の上、特別学修生として入学を許可することができる。 

２ 特別学修生に関し必要な事項は、別に定める。 

第６節 外国人留学生 

（外国人留学生） 

第５６条 日本国以外の国籍を有する者で、大学において教育を受ける目的をもって

入国し、本学に入学を志願する者があるときは、選考の上、外国人留学生として

入学を許可することができる。 

２ 外国人留学生に関し必要な事項は、別に定める。 

第４章 学生寄宿舎、国際交流会館及びＪＡＩＳＴ ＨＯＵＳＥ 

（学生寄宿舎） 

第５７条 本学に、学生寄宿舎を置く。 

２ 学生寄宿舎に関する事項は、別に定める。 

（国際交流会館） 

第５８条 本学に、国際交流会館を置く。 

２ 国際交流会館に関する事項は、別に定める。 

（ＪＡＩＳＴ ＨＯＵＳＥ） 

第５８条の２ 本学に、ＪＡＩＳＴ ＨＯＵＳＥを置く。 

２ ＪＡＩＳＴ ＨＯＵＳＥに関する事項は、別に定める。 

第５章 公開講座 

（公開講座） 

第５９条 社会人の教養を高め文化の向上に資するため、本学に公開講座を開設する

ことができる。 

２ 公開講座に関し必要な事項は、別に定める。 

第６章 特別の課程 

（特別の課程） 

第６０条 本学は、法第１０５条の規定に基づき、本学の学生以外の者を対象とした

特別の課程を編成し、これを修了した者に対し、修了の事実を証する証明書を交

付することができる。 

附 則 

１ この学則は、平成４年４月１日から施行する。 

２ 第１３条の規定にかかわらず、平成８年度までの入学定員及び収容定員は次表の

とおりとする。 
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年度 研究科 専攻 

入学定員 
収容定

員 
博士前期課

程 

博士後期課

程 

平成４年

度 

情報科学研究

科 

情報処理学専攻 ６０人 

  

６０人 

情報システム学専

攻 
６５ ６５ 

計 １２５ １２５ 

平成５年

度 

情報科学研究

科 

情報処理学専攻 ６０人 

  

１２０

人 

情報システム学専

攻 
６５ １３０ 

計 １２５ ２５０ 

材料科学研究

科 

物性科学専攻 ６０人 

  

６０人 

機能科学専攻 ６５ ６５ 

計 １２５ １２５ 

合計 ２５０   ３７５ 

平成６年

度 

情報科学研究

科 

情報処理学専攻 ６０人 １８人 
１３８

人 

情報システム学専

攻 
６５ １９ １４９ 

計 １２５ ３７ ２８７ 

材料科学研究

科 

物性科学専攻 ６０人 

  

１２０

人 

機能科学専攻 ６５ １３０ 

計 １２５ ２５０ 

合計 ２５０ ３７ ５３７ 

平成７年

度 

情報科学研究

科 

情報処理学専攻 ６０人 １８人 
１５６

人 

情報システム学専

攻 
６５ １９ １６８ 

計 １２５ ３７ ３２４ 

材料科学研究

科 

物性科学専攻 ６０人 １８人 
１３８

人 

機能科学専攻 ６５ １９ １４９ 

計 １２５ ３７ ２８７ 

合計 ２５０ ７４ ６１１ 

平成８年

度 

情報科学研究

科 

情報処理学専攻 ６０人 １８人 
１７４

人 

情報システム学専

攻 
６５ １９ １８７ 

計 １２５ ３７ ３６１ 

18



材料科学研究

科 

物性科学専攻 ６０人 １８人 
１５６

人 

機能科学専攻 ６５ １９ １６８ 

計 １２５ ３７ ３２４ 

  合計 ２５０ ７４ ６８５ 

附 則（平成４年４月１０日施行） 

この学則は、平成４年４月１０日から施行する。 

附 則（平成４年５月１日施行） 

この学則は、平成４年５月１日から施行する。 

附 則（平成５年４月１４日施行） 

この学則は、平成５年４月１４日から施行し、平成５年４月１日から適用する。 

附 則（平成６年４月１日施行） 

この学則は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則（平成６年６月２４日施行） 

この学則は、平成６年６月２４日から施行する。 

附 則（平成６年１０月１８日施行） 

この学則は、平成６年１０月１８日から施行する。 

附 則（平成７年１０月１７日施行） 

この学則は、平成７年１０月１７日から施行する。 

附 則（平成８年５月１１日施行） 

１ この学則は、平成８年５月１１日から施行する。 

２ 第１３条の規定にかかわらず、平成８年度から平成１２年度までの入学定員及び

収容定員は次表のとおりとする。 

年度 研究科 専攻 

入学定員 
収容定

員 
博士前期課

程 

博士後期課

程 

平成８年度 

情報科学研究

科 

情報処理学専攻 ６０人 １８人 
１７４

人 

情報システム学専攻 ６５ １９ １８７ 

計 １２５ ３７ ３６１ 

材料科学研究

科 
物性科学専攻 ６０人 １８人 

１５６

人 
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機能科学専攻 ６５ １９ １６８ 

計 １２５ ３７ ３２４ 

合計 ２５０ ７４ ６８５ 

平成９年度 

情報科学研究

科 

情報処理学専攻 ６０人 １８人 
１７４

人 

情報システム学専攻 ６５ １９ １８７ 

計 １２５ ３７ ３６１ 

材料科学研究

科 

物性科学専攻 ６０人 １８人 
１７４

人 

機能科学専攻 ６５ １９ １８７ 

計 １２５ ３７ ３６１ 

合計 ２５０ ７４ ７２２ 

平成１０年

度 

知識科学研究

科 

知識社会システム学

専攻 
４５人   ４５人 

知識システム基礎学

専攻 
４５   ４５ 

計 ９０   ９０ 

情報科学研究

科 

情報処理学専攻 ６０人 １８人 
１７４

人 

情報システム学専攻 ６５ １９ １８７ 

計 １２５ ３７ ３６１ 

材料科学研究

科 

物性科学専攻 ６０人 １８人 
１７４

人 

機能科学専攻 ６５ １９ １８７ 

計 １２５ ３７ ３６１ 

合計 ３４０ ７４ ８１２ 

平成１１年

度 

知識科学研究

科 

知識社会システム学

専攻 
４５人   ９０人 

知識システム基礎学

専攻 
４５   ９０ 

計 ９０   １８０ 

情報科学研究

科 

情報処理学専攻 ６０人 １８人 
１７４

人 

情報システム学専攻 ６５ １９ １８７ 

計 １２５ ３７ ３６１ 

材料科学研究

科 

物性科学専攻 ６０人 １８人 
１７４

人 

機能科学専攻 ６５ １９ １８７ 

計 １２５ ３７ ３６１ 

合計 ３４０ ７４ ９０２ 

平成１２年 知識科学研究 知識社会システム学 ４５人 １５人 １０５
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度 科 専攻 人 

知識システム基礎学

専攻 
４５ １５ １０５ 

計 ９０ ３０ ２１０ 

情報科学研究

科 

情報処理学専攻 ６０人 １８人 
１７４

人 

情報システム学専攻 ６５ １９ １８７ 

計 １２５ ３７ ３６１ 

材料科学研究

科 

物性科学専攻 ６０人 １８人 
１７４

人 

機能科学専攻 ６５ １９ １８７ 

計 １２５ ３７ ３６１ 

合計 ３４０ １０４ ９３２ 

附 則（平成９年４月１日施行） 

この学則は、平成９年４月１日から施行し、平成９年度入学者から適用する。 

附 則（平成１０年４月１日施行） 

この学則は、平成１０年４月１日から施行する。ただし、第４条及び第１４条の

改正規定は、平成１０年４月９日から施行する。 

附 則（平成１０年５月１９日施行） 

この学則は、平成１０年５月１９日から施行する。 

附 則（平成１１年４月２７日施行） 

この学則は、平成１１年４月２７日から施行する。 

附 則（平成１１年１２月１日施行） 

この学則は、平成１１年１２月１日から施行する。 

附 則（平成１１年９月２１日施行） 

この学則は、平成１１年９月２１日から施行する。 

附 則（平成１２年４月１日施行） 

この学則は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１３年１月６日施行） 

この学則は、平成１３年１月６日から施行する。 

附 則（平成１３年４月１日施行） 
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１ この学則は、平成１３年４月１日から施行する。 

２ 改正後の北陸先端科学技術大学院大学学則（次項において「改正後の学則」とい

う。）第３１条の２に定める情報科学研究科において所要資格を取得することの

できる教育職員の免許状の種類及び免許教科については、平成１３年度入学者か

ら適用する。 

３ 改正後の学則第１３条の規定にかかわらず、平成１３年度及び平成１４年度の入

学定員及び収容定員は、次表のとおりとする。 

年度 研究科 専攻 

入学定員 
収容定

員 
博士前期課

程 

博士後期課

程 

平成１３年

度 

知識科学研究

科 

知識社会システム学

専攻 
４５人 １５人 

１２０

人 

知識システム基礎学

専攻 
４５ １５ １２０ 

計 ９０ ３０ ２４０ 

情報科学研究

科 

情報処理学専攻 ６７人 ２０人 
１８３

人 

情報システム学専攻 ６５ １９ １８７ 

計 １３２ ３９ ３７０ 

材料科学研究

科 

物性科学専攻 ６０人 １８人 
１７４

人 

機能科学専攻 ６５ １９ １８７ 

計 １２５ ３７ ３６１ 

合計 ３４７ １０６ ９７１ 

平成１４年

度 

知識科学研究

科 

知識社会システム学

専攻 
４５人 １５人 

１３５

人 

知識システム基礎学

専攻 
４５ １５ １３５ 

計 ９０ ３０ ２７０ 

情報科学研究

科 

情報処理学専攻 ６７人 ２０人 
１９２

人 

情報システム学専攻 ６５ １９ １８７ 

計 １３２ ３９ ３７９ 

材料科学研究

科 

物性科学専攻 ６０人 １８人 
１７４

人 

機能科学専攻 ６５ １９ １８７ 

計 １２５ ３７ ３６１ 

合計 ３４７ １０６ 
１０１

０ 
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４ 北陸先端科学技術大学院大学学則の一部を改正する学則（平成８年学則第１号）

の一部を次のように改正する。 

附則第２項中「平成１３年度」を「平成１２年度」に改め、同項の表中平成１

３年度の項を削る。 

附 則（平成１３年５月８日施行） 

この学則は、平成１３年５月８日から施行する。 

附 則（平成１４年４月１日施行） 

（施行期日） 

１ この学則は、平成１４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則による改正前の北陸先端科学技術大学院大学学則第１９条第６号の規定

により本学に入学した者の大学院への入学資格に関する取扱いについては、なお

従前の例による。 

附 則（平成１４年４月１日施行） 

この学則は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則（平成１５年２月２４日施行） 

この学則は、平成１５年２月２４日から施行し、改正後の北陸先端科学技術大学

院大学学則の規定は、平成１５年度の入学者から適用する。 

附 則（平成１５年５月２０日施行） 

この学則は、平成１５年５月２０日から施行する。 

附 則（平成１５年１０月１日施行） 

この学則は、平成１５年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１６年４月１日施行） 

（施行期日） 

１ この学則は、平成１６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則の改正前の北陸先端科学技術大学院大学学則第１９条第９号及び第２０

条第６号の規定により本学に入学した者の大学院への入学資格に関する取扱いに

ついては、なお従前の例による。 

附 則（平成１６年１１月１８日施行） 

この学則は、平成１６年１１月１８日から施行する。 
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附 則（平成１７年２月２２日施行） 

この学則は、平成１７年２月２２日から施行する。ただし、第１１条の次に１条

を加える改正規定並びに第１９条及び第２０条の改正規定は、平成１７年４月１日か

ら施行する。 

附 則（平成１７年１０月１日施行） 

この学則は、平成１７年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１８年４月１日施行） 

この学則は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年４月１日施行） 

（施行期日） 

１ この学則は、平成１８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成１８年３月３１日以前に材料科学研究科の博士前期課程又は博士後期課程に

入学し、この学則の施行後も引き続き在学する者の所属する研究科は、当該課程

を修了するまでの間、改正後の第２条第１項の規定にかかわらず、材料科学研究

科とみなす。 

３ 平成１８年３月３１日以前に材料科学研究科に入学した研究生又は特別研究学生

のうちこの学則の施行後も引き続き在学する者の所属する研究科は、入学に際し

許可された研究期間が満了するまでの間、改正後の第２条第１項の規定にかかわ

らず、材料科学研究科とみなす。 

附 則（平成１８年１１月２４日施行） 

この学則は、平成１８年１１月２４日から施行する。 

附 則（平成１９年４月１日施行） 

この学則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年９月２０日施行） 

この学則は、平成１９年９月２０日から施行する。 

附 則（平成２０年４月１日施行） 

（施行期日） 

１ この学則は、平成２０年４月１日から施行し、改正後の第１条の２、第１１条、

第１９条、第２０条、第３６条及び第３７条の改正規定は、平成１９年１２月２

６日から適用する。 

（経過措置） 
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２ 知識科学研究科知識社会システム学専攻及び知識システム基礎学専攻、情報科学

研究科情報処理学専攻及び情報システム学専攻並びにマテリアルサイエンス研究

科物性科学専攻及び機能科学専攻は、改正後の第１３条の規定にかかわらず、平

成２０年３月３１日に当該専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなるまでの

間、存続するものとする。 

３ 平成２０年度及び平成２１年度の収容定員は、改正後の第１３条の規定にかかわ

らず、次表のとおりとする。 

年度 研究科 専攻 

収容定員 

博士前期課

程 

博士後期課

程 

平成２０年

度 

知識科学研究科 

知識科学専攻 ９０人 ３０人 

知識社会システム学専

攻 
４５人 ３０人 

知識システム基礎学専

攻 
４５人 ３０人 

計 １８０人 ９０人 

情報科学研究科 

情報科学専攻 １３２人 ３９人 

情報処理学専攻 ６７人 ４０人 

情報システム学専攻 ６５人 ３８人 

計 ２６４人 １１７人 

マテリアルサイエンス

研究科 

マテリアルサイエンス

専攻 
１２５人 ３７人 

物性科学専攻 ６０人 ３６人 

機能科学専攻 ６５人 ３８人 

計 ２５０人 １１１人 

合計 ６９４人 ３１８人 

平成２１年

度 

知識科学研究科 

知識科学専攻 １８０人 ６０人 

知識社会システム学専

攻 
  

１５人 

知識システム基礎学専

攻 
１５人 

計 １８０人 ９０人 

情報科学研究科 

情報科学専攻 ２６４人 ７８人 

情報処理学専攻 
  

２０人 

情報システム学専攻 １９人 

計 ２６４人 １１７人 

マテリアルサイエンス

研究科 

マテリアルサイエンス

専攻 
２５０人 ７４人 

物性科学専攻 
  

１８人 

機能科学専攻 １９人 
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計 ２５０人 １１１人 

合計 ６９４人 ３１８人 

附 則（平成２０年４月１日施行） 

この学則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年４月１日施行） 

この学則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年９月１７日施行） 

この学則は、平成２１年９月１７日から施行する。 

附 則（平成２２年４月１日施行） 

この学則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年４月１日施行） 

この学則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年１０月１日施行） 

この学則は、平成２２年１０月１日から施行する。ただし、第２０条の改正規定

は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年４月１日施行） 

（施行期日） 

１ この学則は、平成２３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第１３条の規定にかかわらず、平成２３年度及び平成２４年度の収容定

員は、次表のとおりとする。 

年度 研究科 専攻 

収容定員 

博士前期課

程 

博士後期課

程 

平成２３年

度 

知識科学研究科 知識科学専攻 １７６人 ８８人 

情報科学研究科 情報科学専攻 ２５８人 １１５人 

マテリアルサイエンス

研究科 

マテリアルサイエンス

専攻 
２４５人 １０９人 

合計 ６７９人 ３１２人 

平成２４年

度 

知識科学研究科 知識科学専攻 １７２人 ８６人 

情報科学研究科 情報科学専攻 ２５２人 １１３人 

マテリアルサイエンス

研究科 

マテリアルサイエンス

専攻 
２４０人 １０７人 

26



合計 ６６４人 ３０６人 

附 則（平成２３年７月１日施行） 

この学則は、平成２３年７月１日から施行する。 

附 則（平成２４年１月１日施行） 

この学則は、平成２４年１月１日から施行する。 

附 則（平成２４年４月１日施行） 

この学則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年５月３１日施行） 

この学則は、平成２４年５月３１日から施行する。 

附 則（平成２５年４月１日施行） 

この学則は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年７月２２日施行） 

この学則は、平成２５年７月２２日から施行する。 

附 則（平成２６年４月１日施行） 

この学則は、平成２６年４月１日から施行し、改正後の第１１条の３、第１２条、

第２７条及び第３６条第２項の改正規定は、平成２６年４月入学者から適用する。 

附 則（平成２６年７月１日施行） 

この学則は、平成２６年７月１日から施行する。 

附 則（平成２６年１１月１８日施行） 

この学則は、平成２６年１１月１８日から施行し、平成２６年７月１日から適用

する。 

附 則（平成２７年４月１日施行） 

この学則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年１０月１日施行） 

この学則は、平成２７年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２８年４月１日施行） 

（施行期日） 

１ この学則は、平成２８年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ 知識科学研究科知識科学専攻、情報科学研究科情報科学専攻及びマテリアルサイ

エンス研究科マテリアルサイエンス専攻は、改正後の第２条及び第１３条の規定

にかかわらず、平成２８年３月３１日に当該研究科に在学する者（以下「在学者」

という。）並びに平成２８年４月１日以降において在学者の属する年次に再入学

及び転入学する者が当該研究科に在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

３ 前項に規定する在学者並びに平成２８年４月１日以降において在学者の属する年

次に再入学及び転入学する者の転研究科については、なお従前の例による。 

４ 第２項に規定する在学者並びに平成２８年４月１日以降において在学者の属する

年次に再入学及び転入学する者が取得することができる教育職員の免許状につい

ては、なお従前の例による。 

５ 改正後の第１３条の規定にかかわらず、平成２８年度及び平成２９年度の収容定

員は、次表のとおりとする。 

年度 研究科 専攻 

収容定員 

博士前期課

程 

博士後期課

程 

平成２８年

度 

先端科学技術研究科 先端科学技術専攻 ２８２人 ９０人 

知識科学研究科 知識科学専攻 ８６人 ５６人 

情報科学研究科 情報科学専攻 １２６人 ７４人 

マテリアルサイエンス

研究科 

マテリアルサイエンス

専攻 
１２０人 ７０人 

合計 ６１４人 ２９０人 

平成２９年

度 

先端科学技術研究科 先端科学技術専攻 ５６４人 １８０人 

知識科学研究科 知識科学専攻   ２８人 

情報科学研究科 情報科学専攻   ３７人 

マテリアルサイエンス

研究科 

マテリアルサイエンス

専攻 
  ３５人 

合計 ５６４人 ２８０人 

附 則（平成２８年４月１日施行） 

（施行期日） 

１ この学則は、平成２８年４月１日から施行し、改正後の第３６条及び第３７条の

規定は、平成２８年４月入学者から適用する。 

（経過措置） 

２ 高信頼ネットワークイノベーションセンターは、改正後の第４条の３の規定にか

かわらず、平成２８年８月３１日までの間、存続するものとする。 

附 則（平成２８年９月１日施行） 

この学則は、平成２８年９月１日から施行する。 

28



附 則（平成２９年４月１日施行） 

この学則は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年４月１日施行） 

（施行期日） 

１ この学則は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第１３条の規定にかかわらず、平成３０年度の収容定員は、次表のとお

りとする。 

年度 研究科 専攻 
収容定員 

博士前期課程 博士後期課程 

平成３０年度 
先端科学技術研究科 

先端科学技術専攻 ５６４人 ２７０人 

融合科学共同専攻 
１０人 

（２４人） 

合計 ５７４人 ２７０人 

備考 融合科学共同専攻に係る入学定員、収容定員欄の（）内の数字は金沢大学大

学院新学術創成研究科融合科学共同専攻を含む全体の入学定員及び収容定員

を外数で表している。 

附 則（平成３０年６月２１日学則第２号） 

この学則は、平成３０年６月２１日から施行する。 

附 則（平成３２年４月１日施行） 

（施行期日） 

１ この学則は、平成３２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第１３条の規定にかかわらず、平成３２年度及び平成３３年度の収容定

員は、次表のとおりとする。 

年度 研究科 専攻 
収容定員 

博士前期課程 博士後期課程 

平成３２年度 
先端科学技術研究科 

先端科学技術専攻 ５６４人 ２７０人 

融合科学共同専攻 
２０人 

（４８人） 

５人 

（１９人） 

合計 ５８４人 ２７５人 

平成３３年度 
先端科学技術研究科 

先端科学技術専攻 ５６４人 ２７０人 

融合科学共同専攻 
２０人 

（４８人） 

１０人 

（３８人） 

合計 ５８４人 ２８０人 

備考 融合科学共同専攻に係る入学定員、収容定員欄の（）内の数字は金沢大学大

学院新学術創成研究科融合科学共同専攻を含む全体の入学定員及び収容定員

を外数で表している。 
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（北陸先端科学技術大学院大学学則の一部を改正する学則の一部改正） 

３ 北陸先端科学技術大学院大学学則の一部を改正する学則（平成３０年学則第１号）

の一部を次のように改正する。 

附則第３項を削る。 
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北陸先端科学技術大学院大学学則（案）変更事項 

 

 

北陸先端科学技術大学院大学大学院先端科学技術研究科融合科学共同専攻に

博士後期課程を設置するとともに，当該専攻の修士課程を博士前期課程に変更

することに伴い，学則を改正する。 

 

１．第１３条 

融合科学共同専攻の入学定員及び収容定員について規定する。 

 

２．第３６条 

   融合科学共同専攻博士前期課程の修了の要件のうち，融合科学共同専攻

を構成する他の大学院において履修する単位数について，別の条（第３７条

の２）で規定するため，第３項を削る。 

 

３．第３７条の２ 

融合科学共同専攻における修了の要件として，融合科学共同専攻を構成す

る他の大学院において履修する単位数について規定する。 

 

４．附則 

・収容定員に係る学年進行による経過措置を規定する。 

・融合科学共同専攻の修士課程に係る取扱いについての規定（読替規定）

を削る。 
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北陸先端科学技術大学院大学学則の一部改正案新旧対照表 

改   正   案 現       行 

  

（専攻及び収容定員） 

第１３条 研究科に置く専攻及びその収容定員は、次の表に掲げるとおり

とする。 

（専攻及び収容定員） 

第１３条 研究科に置く専攻及びその収容定員は、次の表に掲げるとおり

とする。 

研究科名 専攻名 

入学定員 

収容定員 博士前期課

程 

博士後期課

程 

先端科学技術研

究科 

先端科学技術

専攻 
２８２人 ９０人 ８３４人 

融合科学共同

専攻 

１０人 

（２４人） 

 ５人 

（１９人） 

３５人 

（１０５人） 

合計 ２９２人 ９５人 ８６９人 
 

研究科名 専攻名 

入学定員 

収容定員 博士前期課

程 

博士後期課

程 

先端科学技術研

究科 

先端科学技術

専攻 
２８２人 ９０人 ８３４人 

融合科学共同

専攻 

１０人 

（２４人） 
  

２０人 

（４８人） 

合計 ２９２人 ９０人 ８５４人 
 

備考 （略）   備考 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（博士前期課程の修了の要件） 

第３６条 （略） 

（博士前期課程の修了の要件） 

第３６条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

（削る） ３ 第１項に定めるもののほか、融合科学共同専攻においては、第１項に

規定する３２単位のうち１０単位以上を当該共同専攻を構成するそれぞ

れの構成大学院において履修しなければならない。 

（博士課程の修了の要件） 

第３７条 博士課程の修了の要件は、大学院に５年（５年を超える標準修

業年限を定める場合にあっては、当該標準修業年限とし、博士前期課程

に２年（２年を超える標準修業年限を定める場合にあっては、当該標準

修業年限。以下この条本文において同じ。）以上在学し、当該課程を修

了した者にあっては、当該課程における２年の在学期間を含む。）以上

在学し、履修規則の定めるところにより、授業科目について３２単位以

（博士課程の修了の要件） 

第３７条 （同左） 
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上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、博士論文を提出して、

その審査及び最終試験に合格することとする。ただし、在学期間に関し

ては、優れた研究業績を上げた者と教授会において認めた場合には、３

年（博士前期課程に２年以上在学し、当該課程を修了した者にあって

は、当該課程における２年の在学期間を含む。）以上在学すれば足りる

ものとする。 

２ 前条第１項ただし書の規定による在学期間をもって博士前期課程を

修了した者の博士課程の修了の要件については、前項中「５年（５年を

超える標準修業年限を定める場合にあっては、当該標準修業年限とし、

博士前期課程に２年（２年を超える標準修業年限を定める場合にあって

は、当該標準修業年限。以下この条本文において同じ。）以上在学し、

当該課程を修了した者にあっては、当該課程における２年の在学期間を

含む。）」とあるのは「博士前期課程における在学期間に３年（第１１

条ただし書の規定により博士後期課程について３年を超える標準修業年

限を定める場合にあっては、当該標準修業年限）を加えた期間」と、

「３年（博士前期課程に２年以上在学し、当該課程を修了した者にあっ

ては、当該課程における２年の在学期間を含む。）」とあるのは「３年

（前条ただし書の規定による在学期間をもって博士前期課程を修了した

者にあっては、当該課程における在学期間（２年を限度とする。）を含

む。）」と読み替えて、同項の規定を適用する。 

３ 前２項の規定にかかわらず、修士の学位若しくは専門職学位を有す

る者又は学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第１５６

条の規定により、大学院への入学資格に関し修士の学位若しくは専門職

学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者が、博士後期課

程に入学した場合の博士課程の修了の要件は、大学院（専門職大学院を

除く。）に３年（第１１条ただし書の規定により博士後期課程について

３年を超える標準修業年限を定める場合にあっては、当該標準修業年限

とし、専門職大学院設置基準（平成１５年文部科学省令第１６号）第１

８条第１項の法科大学院の課程を修了した者にあっては、２年（第１１

条ただし書の規定により博士後期課程について３年を超える標準修業年

限を定める場合にあっては、当該標準修業年限から１年の期間を減じた

期間）とする。）以上在学し、必要な研究指導を受けた上、博士論文を

提出し、その審査及び最終試験に合格することとする。ただし、在学期

間に関しては、優れた研究業績を上げた者と教授会において認めた場合

 

 

 

 

 

 

 ２ （同左） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３ （同左） 
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には、１年（標準修業年限を１年以上２年未満とした修士課程又は博士

前期課程を修了した者及び専門職大学院設置基準第２条第２項の規定に

より標準修業年限を１年以上２年未満とした専門職学位課程を修了した

者にあっては、３年から当該１年以上２年未満の期間を減じた期間と

し、大学院設置基準第１６条ただし書の規定による在学期間をもって他

の大学院の修士課程又は博士前期課程を修了した者にあっては、３年か

ら当該課程における在学期間（２年を限度とする。）を減じた期間とす

る。）以上在学すれば足りるものとする。 

（融合科学共同専攻の修了の要件） 

第３７条の２ 前２条に定めるもののほか、融合科学共同専攻において

は、当該共同専攻を構成するそれぞれの構成大学院において、１０単位

以上を履修しなければならない。 

（新設） 

  

附 則（平成３０年４月１日施行） 附 則（平成３０年４月１日施行） 

１・２ （略） １・２ （略） 

（削る） （融合科学共同専攻の修士課程に係る取扱い） 

３ 融合科学共同専攻の修士課程に係る課程の目的、標準修業年限、在学

年限、収容定員、入学資格、休学期間、研究指導の委託期間、修了要件

及び学位の授与については、第１０条第２項、第１１条、第１２条第１

項、第１３条第１項、第１９条、第２７条第４項、第３３条、第３６条

第１項、第３９条及び前項の規定を準用する。この場合において、これ

らの規定中「博士前期課程」とあるのは「修士課程」と読み替えるもの

とする。 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この学則は、平成３２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第１３条の規定にかかわらず、平成３２年度及び平成３３年

度の収容定員は、次表のとおりとする。 
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年度 研究科 専攻 

収容定員 

博士前期課

程 

博士後期課

程 

平成３２年

度 

先端科学技術研究

科 

先端科学技術専

攻 
５６４人 ２７０人 

融合科学共同専

攻 

２０人 

（４８人） 

５人 

（１９人） 

合計 ５８４人 ２７５人 

平成３３年

度 

先端科学技術研究

科 

先端科学技術専

攻 
５６４人 ２７０人 

融合科学共同専

攻 

２０人 

（４８人） 

１０人 

（３８人） 

合計 ５８４人 ２８０人 

備考 融合科学共同専攻に係る入学定員、収容定員欄の（）内の数字は

金沢大学大学院新学術創成研究科融合科学共同専攻を含む全体の

入学定員及び収容定員を外数で表している。 

（北陸先端科学技術大学院大学学則の一部を改正する学則の一部改正） 

３ 北陸先端科学技術大学院大学学則の一部を改正する学則（平成３０年

学則第１号）の一部を次のように改正する。 

附則第３項を削る。 
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○北陸先端科学技術大学院大学教授会規則 

（平成５年３月１６日北院大規則第３号） 

改正 平成５年４月１４日施行 平成１２年４月１日施行 

平成１２年４月１日施行 平成１４年４月１日施行 

平成１６年４月１日施行 平成１７年４月１日施行 

平成１７年４月１日施行 平成１８年４月１日施行 

平成１８年４月１日施行 平成１９年４月１日施行 

平成２２年４月１日施行 平成２３年６月１日施行 

平成２３年１１月１日施行 平成２７年４月１日施行 

平成２８年４月１日施行 平成２８年４月１日施行 

平成３０年４月１日施行 
 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、北陸先端科学技術大学院大学学則第８条第２項の規定に基づ

き、教授会の組織及び運営に関する事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 教授会は、研究科に所属する教授及び准教授（研究科の教授又は准教授を兼

務する研究科以外の教育研究組織等の専任の教授及び准教授を除く。）（以下

「構成員」という。）をもって組織する。 

２ 前項の規定にかかわらず、教授会が必要と認めるときは、研究科の特任教授及び

特任准教授並びに研究科の教授（特任教授を含む。）又は准教授（特任准教授を

含む。）を兼務する研究科以外の教育研究組織等の専任の教授（特任教授を含

む。）及び准教授（特任准教授を含む。）を教授会の構成員として加えることが

できる。 

（審議事項） 

第３条 教授会は、研究科に関する次に掲げる事項について審議し、学長が決定を行

うに当たり意見を述べるものとする。 

（１） 学生の入学又は課程の修了に関する事項 

（２） 学位の授与に関する事項 

（３） 教育課程の編成に関する事項 

２ 教授会は、前項に規定するもののほか、学長がつかさどる教育研究に関する事項

について審議し、及び学長の求めに応じ、意見を述べることができる。 

３ 前項の規定にかかわらず、教授会は、前２項に規定する審議事項のうち、別に定

めるところにより、一部の審議を研究科の会議等に付託し、又は委任することが

できる。この場合において、研究科の会議等が行った議決をもって教授会の議決

とすることができる。 

（会議の運営） 

第４条 教授会に議長を置き、研究科長をもって充てる。 

２ 議長は、教授会を主宰する。 
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３ 研究科長が必要と認めたとき又は教授会の構成員の３分の２以上から議題を付し

て教授会開催の要求があったときは、教授会を招集する。 

４ 議長が欠けたとき又は議長に事故があるときは、あらかじめ議長が指名した者が

その職務を代行する。 

第５条 教授会は、構成員の２分の１以上の出席をもって成立する。 

２ 教授会の議事は、出席した構成員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議

長の決するところによる。ただし、特別の必要があると認められるときは、この

限りでない。 

第６条 研究科長が必要と認めるときは、教授会の構成員以外の者の出席を求め、意

見を聴くことができる。 

（学系会議） 

第７条 教授会に、次の学系会議を置く。 

（１） 知識科学系会議 

（２） 情報科学系会議 

（３） マテリアルサイエンス系会議 

（４） 融合科学系会議 

２ 前項の学系会議が行った議決は、教授会の議決とする。 

３ 学系会議に関し必要な事項は、別に定める。 

（代議員会等） 

第８条 教授会は、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第１４３条

に定める代議員会、専門委員会等（以下「代議員会等」という。）を置くことが

できる。 

２ 前項の代議員会等が行った議決は、教授会の議決とする。 

（事務） 

第９条 教授会の事務は、総務課において処理する。 

（雑則） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、教授会の運営に関し必要な事項は、教授会

が定める。 

附 則 

この通則は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則（平成５年４月１４日施行） 
 

この通則は、平成５年４月１４日から施行し、平成５年４月１日から適用する。 

附 則（平成１２年４月１日施行）抄 
 

（施行期日） 

１ この通則は、平成１２年４月１日から施行する。 
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附 則（平成１２年４月１日施行） 
 

この規則は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１４年４月１日施行） 
 

この規則は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則（平成１６年４月１日施行） 
 

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年４月１日施行） 
 

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年４月１日施行） 
 

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年４月１日施行）抄 
 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年４月１日施行） 
 

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年４月１日施行） 
 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年４月１日施行） 
 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年６月１日施行） 
 

この規則は、平成２３年６月１日から施行し、平成２３年４月１日から適用す

る。 

附 則（平成２３年１１月１日施行） 
 

この規則は、平成２３年１１月１日から施行する。 

附 則（平成２７年４月１日施行） 
 

この通則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年４月１日施行） 
 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 
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２ この規則の施行日前に、北陸先端科学技術大学院大学教授会通則による知識科学

研究科教授会、情報科学研究科教授会及びマテリアルサイエンス研究科教授会の

議決事項は、この規則中の相当する規定により先端科学技術研究科教授会が行っ

た議決事項とみなす。 

３ 平成２８年３月３１日以前に知識科学研究科、情報科学研究科及びマテリアルサ

イエンス研究科に在学する者（以下「在学者」という。）並びに平成２８年４月

１日以降において在学者の属する年次に再入学及び転入学する者が在学する間、

当該研究科の学生に関する事項は、先端科学技術研究科の教授会が審議を行うも

のとする。 

附 則（平成２８年４月１日施行） 
 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年４月１日施行） 
 

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 
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○北陸先端科学技術大学院大学学系会議細則 

（平成２８年１月５日制定） 
 

（趣旨） 

第１条 この細則は、北陸先端科学技術大学院大学教授会規則（以下「規則」とい

う。）第７条第３項の規定に基づき、学系会議の組織及び運営に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 学系会議は、当該学系に所属する教授及び准教授（当該学系の教授又は准教

授を兼務する当該学系以外の教育研究組織等の専任の教授及び准教授を除く。）

（以下「構成員」という。）をもって組織する。 

２ 前項の規定にかかわらず、当該学系会議が必要と認めるときは、当該学系の特任

教授及び特任准教授並びに当該学系の教授（特任教授を含む。）又は准教授（特

任准教授を含む。）を兼務する当該学系以外の教育研究組織等の専任の教授（特

任教授を含む。）及び准教授（特任准教授を含む。）を当該学系会議の構成員と

して加えることができる。 

（役割） 

第３条 学系会議は、規則第３条第３項の定めるところにより、同規則第３条第１項

及び第２項に規定する事項のうち、当該学系に係る事項について審議を行う。 

（会議の運営） 

第４条 学系会議に議長を置き、当該学系会議を置く学系の学系長をもって充てる。 

２ 議長は、学系会議を主宰する。 

３ 学系会議は、定例日に開催する。 

４ 当該学系長が必要と認めたとき又は当該学系会議の構成員の３分の２以上から議

題を付して学系会議開催の要求があったときは、臨時に学系会議を招集する。 

５ 議長が欠けたとき又は議長に事故があるときは、あらかじめ議長が指名した者が

その職務を代行する。 

第５条 学系会議は、当該学系会議の構成員の２分の１以上の出席をもって成立す

る。 

２ 学系会議の議事は、出席した構成員の過半数をもって決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。ただし、特別の必要があると認められるときは、こ

の限りでない。 

第６条 当該学系長が必要と認めるときは、当該学系会議の構成員以外の者の出席を

求め、意見を聴くことができる。 

（事務） 

第７条 学系会議の事務は、共通事務管理課において処理する。 

（雑則） 
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第８条 この細則に定めるもののほか、学系会議の運営に関し必要な事項は、当該学

系会議が定める。 

附 則 

この細則は、平成２８年４月１日から施行する。 
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